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トップ・マネジメントの職務と組織
宮 田 将 吾
要約 近年の企業をとりまく環境は非常に複雑であり，同時に動態的でもあ
るが，そのような環境において企業を存続させていくためには，企業のトッ
プ・マネジメントの果たす役割がますます重要となってくる。その重要な役割
のつとして組織形成という意思決定問題の解決を挙げることができるのであ
る。経営組織論の分野では，実践志向のもと，この組織形成問題を解決する際
に依拠し得るコンセプトを提示しようという試みがなされているが，その組織
形成問題は，作業組織レベルや部門組織レベルなど，さまざまな階層や局面に
おいて生じ得る意思決定問題なのである。本稿では，そのようなさまざまな階
層や局面の中からトップ・マネジメントの組織形成問題に焦点をあて，トッ
プ・マネジメントとはどのような職務を遂行するのか，そしてその職務を遂行
するためにはどのような組織を形成すればよいのかということに対して検討を
加えている。
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．は じ め に
近年，企業を取り巻く社会経済的な環境は劇的に変化しているが，そのよう
な変化の激しい環境の中で企業が生存していくためには，企業のトップ・マネ
ジメントの果たす役割が重要であるのは明らかである。すなわちトップ・マネ
ジメントは環境に適応した意思決定を下し，企業の存続・発展を実現させなけ
ればならないのである。
通常，大企業においては，トップ・マネジメントが解決しなければならない
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意思決定問題は構造化されたものではなく，非常に複雑なものであるが，個人
の意思決定能力は限定されているために，そのような構造化されていない意思
決定問題を個人が単独で解決することはできないものである。このため，大企
業におけるトップ・マネジメントは複数のマネジャーによって構成されている
のが一般的である。このようなトップ・マネジメントは企業の存続・発展を実
現させるために，構造化されていない意思決定問題をできる限り成果をあげる
ように解決しなければならないが，そのトップ・マネジメントの組織形成自体
もトップ・マネジメントにおいて解決されなければならない重要な意思決定問
題のつなのである。
経営組織論は実践志向的な科学である。すなわち「組織理論はつの実践志
向的な科学として理解されなければならない
)
」ものであり，「組織理論の結果
は実際の組織的行為を指導し得るものでなければならない
)
」のである。このよ
うな立場からすると，大企業におけるトップ・マネジメントの組織形成の問題
に対しても，有用な理論を提示する必要があるだろう。
そこで本稿では，トップ・マネジメントの組織形成問題についてフレーゼ
（Frese. E.）の所説を検討し，そのことによって，経営組織論の立場から実践
に対して，組織形成という意思決定問題を解決する際にどのような貢献がなさ
れているのかということを明らかにしたいと考えている。
．トップ・マネジメントと中核職務
大企業におけるトップ・マネジメントの組織形成という問題を論じるために
は，まずはじめにトップ・マネジメントとはどのような組織を意味するもので
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) Grochla, E.: Einführung in die Organisationstheorie, Stuttgart 1978, S.53. 清水敏允・小田章訳
『組織理論入門』文眞堂，1989年，50頁。
) Grochla, E.: a. a. O., S.53. 訳書，50頁。
あるのかということを明らかにしなければならない。
一般的にトップ・マネジメントとは「株式会社における最高経営層のことで，
その構成者が経営者ないし経営陣と呼ばれるものである。具体的には取締役会，
代表取締役（および業務担当取締役）および監査役（ないし監査役会）という構成
をなして存在してきた。（中略）しかし会社法の下では取締役会，代表取締役，
監査役の任意機関化，委員会設置会社や会計参与の導入などで，その態様は一
様ではなくなった
)
」のである。
このように，現在の日本の会社法のもとでは，トップ・マネジメントはその
態様を多様化させているが，さらに他の国も考慮に含めるとよりいっそう多様
なトップ・マネジメントの法律形態が存在していることは容易に推測すること
ができよう。このため，組織形成という視点からすると，株式会社のトップ・
マネジメントを定義する場合に法律形態という形式的な側面を根底におくこと
は有意義ではないように思われる。
それではこれにかわる基準としてはどのようなものが考えられるであろうか。
そのつの考え方として，トップ・マネジメントの実質的な側面から考えるこ
とができよう。すなわち，どのような職務を担っている組織のことをトップ・
マネジメントと呼ぶのかという問題である。この実質的な側面からすると，企
業全体を管理するという企業管理職務を担当している組織がトップ・マネジメ
ントであると考えることができよう
)
。そこで次に，企業管理という職務とはど
のようなものであるのかということを明らかにしたい。
企業管理という職務は，トップ・マネジメントの下位に位置する階層組織レ
ベルには原則的に権限委譲することができない職務，すなわち中核職務に関係
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) 稲村毅「トップ・マネジメント」吉田和夫，大橋昭一編著『基本経営学用語辞典（四訂版）』
同文舘出版，2006年，205頁。
) Vgl. Frese, E.: Grundlagen der Organisation, Entscheidungsorientiertes Konzept der
Organisationsgestaltung, 9. Aufl., Wiesbaden 2005, S.538 f.
している。この中核職務は具体的には次のつの行為領域に関係するものであ
る。第は「長期的に有効な原則的意思決定としての戦略的意思決定」である。
すなわち，トップ・マネジメントは企業全体に対して長期的に機能する原則的
な意思決定として，戦略的な意思決定を下さなければならないのである。第
は「（オペレーショナルな）計画システムおよび統制システムの構想および遂行」
であり，トップ・マネジメントはその下位に位置するオペレーショナルな計画
システムと統制システムを構想し，現実に実施しなければならないのである。
そして最後は「組織システムの構想および遂行」であり，企業の組織システム
を構想し，構想したものを実行に移すというものである
)
。
以上のように，トップ・マネジメントを定義する際には，それがどのような
機関であるのかという形式的な側面から考えるのではなく，実質的な側面，す
なわち下位の部門に権限委譲できないような職務を担っている組織であるのか
否かという側面から判断するべきなのである。したがってトップ・マネジメン
トとは企業の最高レベルの職務，すなわち企業目標の設定，企業全般の戦略的
な意思決定や組織形成問題といった中核職務を担当する組織を意味するものな
のである。
．トップ・マネジメントの職務とその構成員
すでに述べたように，トップ・マネジメントは企業の中核職務を担当する組
織であるが，現実の企業を見てみると，トップ・マネジメントは中核職務のみ
を担当しているわけではない。中核職務のほかにもさまざまな職務を担当して
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) Vgl. Frese, E.: a. a. O., S.539. トップ・マネジメントの中核職務についてはさまざまな見解が
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いるのである。それではトップ・マネジメントは中核職務のほかにどのような
職務を担当するべきであるのか，あるいはどのような職務を下位の部門に権限
委譲するべきであるのかという問題が生じることになるが，次にこれらの問題
について検討してみたい。
どのような職務をトップ・マネジメントが留保すべきであるのか，そしてど
のような職務を下位の部門に権限委譲するべきであるのかという問題は，現実
の企業においては非常に多様なものであり，統一的な境界線引きは行われてい
ない。なぜならば，この問題を考える場合には以下で述べるつの要因，すな
わち市場からの要求，個人の管理哲学および法的な規制という要因が存在して
いるためである
)
。
まず第は，そのときそのときの市場からの要求が考えられる。たとえば，
ターゲットとなる市場が成熟しているのか，あるいは未成熟なのかということ
によっても，トップ・マネジメントが留保すべき職務は異なるであろうし，多
様化した製品が求められる市場であるのか，あるいは同質的な製品が求められ
る市場であるのかということによっても，トップ・マネジメントが留保すべき
職務は異なるだろう。
第は，トップ・マネジメントの構成員の個人的な管理哲学である。すなわ
ち，トップ・マネジメントの構成員がどの程度まで，オペレーショナルな業務
にかかわりあうのかという問題である。近年，企業を取り巻く環境が劇的に変
化する中で，企業を管理するというトップ・マネジメントの職務がますます複
雑になり，求めるところの多いものとなっているのは明白であるが，そのよう
な状況においては，トップ・マネジメントが担当すべき職務が環境の変化とと
もに形を変えたり，時間の経過の中で変化したりするのは当然である。しかし
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) Vgl. hierzu und zum Folgenden Frese, E.: a. a. O., S.543-546.
ながら，トップ・マネジメントはオペレーショナルな職務にはまったく関与す
ることなく，中核職務にのみ従事するというのは現実的には問題があろう。な
ぜなら，個々の業務分野の状況や条件などを知っていなければ，成果の多い企
業管理はおそらく不可能であるからである。したがって，どのような職務をト
ップ・マネジメントが留保すべきであるのかという問題にとっては，中核職務
を成果の多い形で遂行するために，トップ・マネジメントの構成員がどの程度
までオペレーショナルな業務に対して責任を負うべきかというトップ・マネジ
メントの構成員の個人的な管理哲学が重要な問題となるのである。
そして第は法的な規制である。例えばドイツでは，取締役は自己責任で企
業の管理を行うことが規定されている（株式法第76条項）。また日本でも，株
式会社と取締役との関係は委任に関する規定に従うため（会社法第330条），取
締役は会社に対して善良な管理者としての注意をもって職務を行う義務，（善
管注意義務）を負うことになる（民法第644条）。そのほかにも日本の取締役は，
法令および定款の規定ならびに株主総会の決議を遵守して，会社に対して忠実
にその職務を遂行する義務（忠実義務）を負わなければならない（会社法第355
条）。このように，ドイツにおいても日本においても，取締役は，会社に対し
て一定の義務を負うことになっているのであるが，下位の部門へ意思決定権限
をあまりに広範囲に委譲すると，法律に規定されたこれらの義務に抵触し得る
だろうし，場合によっては，賠償責任の問題にかかわるかもしれないのである
)
。
以上から明らかなように，トップ・マネジメントが中核職務以外にどのよう
な職務を担当すべきであるのか，そしてどのような職務を下位の部門に権限委
譲するべきであるのかという問題は，国によっても異なり得るものであり，企
業によっても異なり得るものである。したがってその問題を考える場合には，
80
) Vgl. Frese, E.: a. a. O., S.545 f.
そのときそのときの状況を考慮して検討する必要がある。しかしながら，この
ようにトップ・マネジメントが担当すべき職務を一般的に規定することはでき
ないとしても，トップ・マネジメントがその職務を遂行する際に用いることが
できる組織方策を提示することが経営組織論のつの重要な課題であることは
明白であろう。その際，この問題に対しては次のつの視点から検討すること
ができる。すなわち，①トップ・マネジメント組織の人的拡大の問題，②トッ
プ・マネジメントの内部組織の問題，そして③トップ・マネジメントを支援す
る組織の問題がそれである。本節では①について検討し，②と③については次
節以降でとりあげることにする。
まず第は，トップ・マネジメント組織の構成員数を変更することによって，
トップ・マネジメントがその職務を遂行することができるようにするという方
策である。この変更はトップ・マネジメントに利害関係者を「追加（Zu-
ladung）」する方法とトップ・マネジメントの範囲を「延長（Verlängerung）」す
る方法によってなされることになる
)
。
利害関係者を「追加」するという方策は，トップ・マネジメントによって担
当されるべき職務にさまざまな利害観点を含める必要がある場合に採用し得る
方策である。トップ・マネジメントに利害関係者を「追加」する必要性は主と
して次のつを考えることができる。すなわち，外部性を考慮する必要性と有
利な取引条件の確保がそれである。典型的・古典的な外部性の例としては環境
汚染が挙げられるが，企業の存続・発展を実現させるために，このような外部
性を予防あるいは軽減する必要があると考えるならば，トップ・マネジメント
に利害関係者を「追加」するという選択肢が考えられるのである。この場合，
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) Vgl. hierzu und zum Folgenden Frese, E.: a. a. O., S.539-543. またフレーゼの「追加」と「延
長」に関する叙述の中では株式会社のみが前提とされているのではなく，その他の資本会社や人
的会社も含まれている。しかしながら本稿では，トップ・マネジメントの組織形成問題に限定し
ているため，大企業としての株式会社を前提として検討している。
トップ・マネジメントに利害関係者を含めることによって，その職務を遂行す
る際にあらかじめさまざまな外部性を可能な限り考慮しようと試みられること
になる。また，有利な取引条件の確保とは，たとえばある企業が他社と有利な
取引関係を構築することを目的として提携する際に，互いのトップ・マネジメ
ントに自社の利害を主張する人員を送り込むというケースがこれにあたるだろ
う。このように，トップ・マネジメントの意思決定職務のなかに，他の利害観
点を含める必要性がある場合には，トップ・マネジメントに利害関係者を「追
加」するという方策が考えられ得るのである
	)
。
トップ・マネジメント組織の人的拡大に関する第の方策は「延長」である
が，この方策はトップ・マネジメントが遂行すべき職務に対して必要な量的お
よび質的能力が十分ではない場合に用いることができるものである。これはト
ップ・マネジメントの範囲を「延長」すること，すなわち専門的なマネジャー
をトップ・マネジメントに新たに参画させることによって，その量的および質
的能力を克服し，トップ・マネジメントの職務遂行を可能にするというもので
ある
10)
。
．トップ・マネジメントの内部組織
前節では，トップ・マネジメントが遂行する職務とはどのようなものである
のかということを明らかにし，その職務を遂行するために必要な構成員につい
て検討を加えた。本節では，トップ・マネジメントの人数構成を変更させるこ
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	) Vgl. Frese, E.: a. a. O., S.540-542.
10) Vgl. Frese, E.: a. a. O., S.542 f. この問題については，トップ・マネジメントに専門的なマネジ
ャーを「追加」するという方法以外にも，トップ・マネジメントが担当すべき職務自体を変更す
る方法が考えられる。この方法は本節のはじめに検討したオペレーショナルな職務との境界線引
きの問題である。この方法を採用する場合，トップ・マネジメントが自らでは担当しないと判断
した職務を下位の部門へ権限委譲することになる。したがってこの場合には，オペレーショナル
な職務の境界線を新たに引きなおし，トップ・マネジメントが担当する職務を縮小させることに
よって，その量的および質的能力に適応させることになるのである。
とができない場合に，トップ・マネジメントが職務を遂行するためにはどのよ
うな内部組織を形成することが可能であるのかという問題を検討したい。その
際，まずトップ・マネジメントの内部組織を類型化することから出発する。こ
の問題に関してフレーゼは，アクセル・フォン・ヴェルダー（v. Werder, A.）
の研究に依拠することによって論を進めているため，ここでもアクセル・フォ
ン・ヴェルダーの近年の研究
11)
に基づきながら検討を加えたい。
トップ・マネジメントの内部組織を類型化する場合には，その組織における
分業の種類と構成員の地位というつの変数を考えることができる。まず分業
の種類を検討すると，それは所管事項（Portefeuille）を担当するのか，それと
も部門（Ressort）を担当するのかによって区別することができる。その際，ト
ップ・マネジメント構成員が企業における特定の事項，たとえば特定の職務と
か特定の地域のような行為セグメントに専念するのか，あるいは下位の部門の
管理を担当するのかということが問題となるのであるが，ここで決定的に異な
るのは，前者はトップ・マネジメントが所管事項に関して意思決定権限を有さ
ず，その準備を担当するにとどまるのに対して，後者は担当する部門に関して，
前もって決められた範囲においてではあるが，個人的に意思決定を下す権限を
有しているということである
12)
。
また，構成員の地位に関しては，合議原理（Kollegialprinzip）と指導者原理
（Direktorialprinzip）とが区別される。合議原理とは，トップ・マネジメントの
構成員は同権であり，意思決定がトップ・マネジメントの全構成員によって共
同で下されるという原理である。この原理の場合，トップ・マネジメンの全構
成員の意見が一致しない場合には多数決などによって意思決定が下されること
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11) Vgl. v. Werder, A.: Führungsorganisation, Grundlagen der Corporate Governance, Spitzen-
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【出所】 v. Werder, A.: Führungsorganisation, 2. Aufl., Wiesbaden 2008, S.176を参照して作成
図：トップ・マネジメントの内部組織モデル
階層組織モデル兼務モデル部 門 担 当
スタッフモデル代弁者モデル所管事項担当
指導者原理合 議 原 理
内部組織における
構成員の地位
内部組織
における分業の種類
になる。また，指導者原理とは，トップ・マネジメント内部に上下関係が存在
し，上位の構成員（あるいは少人数の構成員グループ）は下位の構成員に対して
命令権限を持つという原理である。この原理が適用される場合，最上位の構成
員が単独で意思決定を下したり，トップ・マネジメントの他の構成員の意見な
どを踏まえたうえで最上位の構成員が最終的な意思決定を下したりすることに
なる
13)
。
これらの組合せに基づくことによって，トップ・マネジメントの内部組織は，
図のように，代弁者モデル（Sprecher-Modell），兼務モデル（Modell der Per-
sonalunion），スタッフモデル（Stabs-Modell）および階層組織モデル（Hierarchie-
Modell）というつのモデルに類型化することができる。
代弁者モデルは合議原理と所管事項担当を組み合わせたモデルである。この
モデルの場合，トップ・マネジメントの各構成員が同権であるため，各構成員
は共同で意思決定を下すことになる。その際，各構成員は自らが担当する事項
に関して情報を集めたり，分析したりすることによって意思決定の準備を担当
し，その準備したものをトップ・マネジメント全体としての意思形成の場に持
ち込むのである。したがってこのモデルでは，各構成員は自らが担当する事項
に関して個人的な意思決定権限を有するのではなく，その事項に関する代弁者
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として行為するのであり，トップ・マネジメント全体に対するスタッフとして
の役割を担うことになる
14)
。
兼務モデルは合議原理と部門担当を組み合わせたモデルであるが，代弁者モ
デルと同様に，このモデルの場合もトップ・マネジメントの各構成員は同権で
あるため，トップ・マネジメント全体としての意思決定は共同で下されること
になる。しかしながらこのモデルの場合，各構成員は自らの管轄下におかれて
いる企業活動（部門）に対してある一定の個人的な意思決定権限を持っている。
すなわち各構成員には，トップ・マネジメント全体によって前もって決められ
た範囲において，部門を独立的に管理する意思決定権限が与えられているので
ある。したがってこのモデルでは，トップ・マネジメントの各構成員は，企業
全般の管理と同時に部門の管理者としてオペレーショナルな職務も担うことに
なる
15)
。
スタッフモデルは指導者原理と所管事項担当とを組み合わせたモデルである。
このモデルでは，トップ・マネジメントの構成員間に上下関係があり，トッ
プ・マネジメントの職務に関する意思決定権限は，最上位の構成員のみが有し
ている。その際，トップ・マネジメントの他の構成員は自らが担当する事項に
関して個人的な意思決定権限を有しておらず，その事項に関するスタッフとし
て意思決定の準備を担うことによって，最上位の構成員の意思決定に対する支
援を行うのである
16)
。
階層組織モデルは指導者原理と部門担当とを組み合わせたモデルであるが，
スタッフモデルと同様に，このモデルでもトップ・マネジメントの構成員間に
上下関係が存在しているため，トップ・マネジメントの職務に関する意思決定
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16) Vgl. v. Werder, A.: a. a. O., S.185-187.
は，最上位の構成員が下すことになる。しかしながらスタッフモデルとは異な
り，このモデルでは，最上位以外の構成員には部門に関する意思決定権限が委
譲され，オペレーショナルな職務を担当することになる。したがってこのモデ
ルでは，最上位以外の構成員は最上位の構成員の指揮下におかれる一方で，最
上位の構成員に指示された枠組みのなかで，自らが担当する部門を独立的に管
理するのである
17)
。
以上では，トップ・マネジメントの内部組織としてつの代替的なモデルを
示したが，これらの中でいかなるモデルがトップ・マネジメントの内部組織と
して最も適しているのかという問題が残っている。当然のことながら，この問
題はそのときそのときの状況や事情によって異なるものであるが，これに関し
ても，どのような分業の種類を選択するべきであるのか，そしてトップ・マネ
ジメント内の構成員に対してどのような地位を与えるべきであるのかという点
に基づいて検討することが必要となってくる。
まず分業の種類について，すなわちトップ・マネジメントの構成員が所管事
項を担当するのか，あるいは部門の管理も担当するのかということについてで
あるが，これは「情報ベースと知識のアップデート」という基準および「部門
中立性」という基準に基づいて判断する必要がある。まず，「情報ベースと知
識のアップデート」という基準の場合，トップ・マネジメントの構成員が部門
管理を担当する分業形態に対して利点と考えられることは，自らの部門につい
て熟知することができ，その部門が現在どのような状態であるのかということ
について常に最新の知識を手に入れることができるということである。反対に，
所管事項に関する準備を担当するという分業形態に対して利点と考えられるこ
とは，トップ・マネジメントの構成員が部門管理を担当する必要がないために
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負担が相対的に少なく，その能力を企業全般の管理という職務に集中させるこ
とができるという点である。また，「部門中立性」という基準については，ト
ップ・マネジメントの構成員が部門管理を担当する場合には，その部門にとっ
て有利となるように働きかけるという部門エゴイズムが問題となる。したがっ
て，この部門中立性という基準を重視する場合には，部門を担当しないモデル，
すなわち所管事項の担当が含まれるモデル（代弁者モデルあるいはスタッフモデ
ル）が選択されることになろう
18)
。
つぎにトップ・マネジメント構成員の地位の選択について，つまり合議原理
か指導者原理かという選択についてであるが，これに関しては「ポテンシャル
の利用」と「集団作業の調整」という基準が考えられる。「ポテンシャルの利
用」という基準を考える場合，合議原理に対しては次のような利点を考えるこ
とができる。すなわち，この原理では，すべての構成員が自分の見解を述べた
り，ノウハウを伝えたりすることができるため，他の構成員の知識を有効に利
用することが可能であるという点である。さらにこれに関連して，この原理で
は，構成員間で知識やノウハウが共有されることになるため，集団学習に関す
る有利な前提が作り出されている。したがって構成員の知識水準が上昇する可
能性を有しているという利点も考えられるのである。それに対して指導者原理
では，構成員は同権ではなく，階層を成しているために，これらの利点を十分
に利用することができないという可能性を否定することはできない。また「集
団作業の調整」という基準に関しては，指導者原理では構成員間に上下関係が
存在しているため，全構成員の意見を調整するなどの時間や労力のロスが少な
いという長所が考えられる。他方，合議原理の場合，意思決定問題を解決する
ために熱心な議論がなされるというメリットを考えることができるが，場合に
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よってはあまりにも長い時間を要してしまい，その結果として意思決定が遅く
なるというデメリットが生じる可能性も存在している
19)
。
このように，トップ・マネジメントがその内部組織を形成する場合には，上
で述べたような基準を考慮に入れて合理的に判断し，そのときそのときの状況
に適した意思決定を下す必要があるのである。
．トップ・マネジメントの支援単位
以上では，トップ・マネジメントの職務を遂行する場合の組織方策として，
構成員の拡大と内部組織の形成を検討してきたが，それらが所与であり，変更
することができない場合，トップ・マネジメントは自らの職務を遂行するため
にどのような方法が残されているのかという問題が残っている。その解決方法
の1つとして考えられるのが支援単位の形成である。
トップ・マネジメントが支援単位を形成する必要性は，次のような状況にお
いて高くなる傾向にある。すなわち，トップ・マネジメントがオペレーショナ
ルな業務に携わる程度が高ければ高いほど，計画を詳細にすればするほど，そ
してコントロールを徹底的に行おうとすればするほど，トップ・マネジメント
が支援単位を形成する傾向は高くなるのである
20)
。
トップ・マネジメントがその職務を遂行するために，企業内部の支援ポテン
シャルや助言ポテンシャルを利用しようと考える場合には，次のつの形態が
区別される。第は支援や助言の役割を担う組織単位をトップ・マネジメント
の階層で構築するものであり，中央本部モデル（Zentralbereichsmodell）と呼ば
れるものである。第は下位の部門に存在している支援ポテンシャルや助言ポ
テンシャルを利用するというものであり，委員会モデル（Ausschussmodell）と
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20) Vgl. Frese, E.: a. a. O., S.558.
呼ばれるものである
21)
。
中央本部モデルでは，人員や設備などの経営資源を新たに準備することによ
って，トップ・マネジメントの階層でスタッフ単位が形成されることになる。
スタッフとは自らが属している意思決定単位に対して支援や助言を行う単位で
ある。したがって，スタッフ単位は，スタッフとしての職務を遂行するために
必要な権限を除いて，個人的な意思決定権限を有していない。そのため，この
モデルにおいて形成されるスタッフ単位は，トップ・マネジメントの意思決定
を支援したり，助言したりする役割を担うことになる。たとえば人事に関する
スタッフ単位をトップ・マネジメントの階層で形成する場合には，そのスタッ
フ単位は下位の部門に対して人事に関する意思決定権限を有していないために
直接的に影響を及ぼすことはできないが，トップ・マネジメントの人事に関す
る意思決定に有用な情報を収集したり，分析したりすることなどによって間接
的な影響を与えることになる。このように，トップ・マネジメントの階層で形
成されるスタッフ単位は，トップ・マネジメントがその職務を能率的に遂行す
ることができるように支援するという役割を果たすのである。
他方の委員会モデルでは，中央本部モデルとは異なり，下位の部門において
存在している助言ポテンシャルや支援ポテンシャルが利用されることになる。
これに関しては，支援単位である委員会を形成することなく，必要に応じて下
位の部門に直接的なコミュニケーションをとってそのポテンシャルを利用する
という方法も考えることができるが，そのポテンシャルを利用する頻度や重要
性が増すにつれて，委員会を形成する必要性が高くなると考えられる。この委
員会は一般的に，トップ・マネジメントと部門との間に設置されるが，その委
員会のメンバーは，トップ・マネジメントからのメンバーと，トップ・マネジ
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メントが助言ポテンシャルや支援ポテンシャルを利用したいと考えている部門
に配属されているメンバーから構成されることになる。
それではトップ・マネジメントは企業内部の助言ポテンシャルや支援ポテン
シャルを利用する場合に，中央本部の形成と委員会の形成のどちらを選択する
べきであるのか。この問題に対する答えは，そのときそのときの状況において
トップ・マネジメントが意思決定することになるが，ここではいくつかの傾向
を指摘することができる。
中央本部モデルの場合，企業管理層のレベルで中央本部を新しく形成するた
め，それに必要な経営資源を準備する必要がある。このために資源能率が損な
われるという問題が生じ得るが，中央本部によって担当される職務が増大する
にしたがって，この資源能率の侵害という問題を考慮する重要性が減少するだ
ろう。また，脱官僚化という基準，すなわち組織単位に市場成果を直接的に帰
属させ，責任関係を明確にすることによって給付能力を増大させるという基準
を重視する場合には，市場とは直接的にかかわりのない中央本部モデルは否定
的な評価が与えられることになろう。他方の委員会モデルでは，部門において
存在しているポテンシャルに頼ることになるために資源能率を侵害するという
問題は生じないが，部門間で重大な調整問題が生じる可能性を有している。さ
らに委員会モデルでは，関係者の部門中立性の問題が大きな問題としてあらわ
れる可能性がある。すなわち，この委員会モデルでは，委員会メンバーは，同
時にそれぞれの部門の構成員でもあるために，企業全体の視点から行動するの
ではなく，自らの部門に有利になるような行動をとるかもしれないという問題
が生じる可能性を完全に取り除くことはできないのである
22)
。
このように，トップ・マネジメントが中央本部モデルを選択するのか，委員
90
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会モデルを選択するのかという問題は，上で述べた基準を考慮に入れて，その
ときそのときの状況において意思決定を下す必要がある
23)
。
．お わ り に
経営組織論の分野では組織構造の最適形成問題が中心的な問題のつとして
研究されているが，現実の企業においてもその問題は重要な問題のつとして
考えられている。
本稿では，トップ・マネジメントの組織に焦点をあて，その組織形成という
意思決定問題を解決するためのつの考え方を示した。その出発点としてトッ
プ・マネジメントとはどのように定義されるのかということを検討したが，そ
こでは，法律形態といった形式的な側面からトップ・マネジメントを定義する
のではなく，実質的な側面を重視し，下位に権限委譲できない職務，すなわち
中核職務を担当する組織単位をトップ・マネジメントと定義したのである。
しかしながらトップ・マネジメントは，下位に権限委譲できない中核職務の
みを担当するということだけでは十分にその役割を果たしているとは言えない。
なぜならば，そのときそのときの社会的な状況や経済的な状況などに応じて，
中核職務以外にもトップ・マネジメントが担当しなければならない職務が存在
しているからである。
また，トップ・マネジメントはこれらの職務を成果の多いように遂行しなけ
ればならないのであるが，そのための方策についてつの観点から検討を加え
た。トップ・マネジメントの人数構成の問題，内部組織の問題，そして支援単
位の問題がそれである。トップ・マネジメントはそのときそのときの状況に応
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じて，これらの組織形成に関する意思決定問題を合理的に解決する必要がある
のである。その際，トップ・マネジメントによって下された意思決定が合理的
であったのかどうか，あるいはどれほど合理的であったのかということが重要
な問題として現れてくる。その理由から，トップ・マネジメントが下す意思決
定の合理性を測定するためのコンセプトも非常に重要となってくるのである
24)
。
すでに述べたように，組織論の結果は現実の組織行為を指導し得るものでな
ければならないのであるが，本稿ではそのような実践志向のもとで，トップ・
マネジメントが自らの企業に適した組織を形成するという意思決定問題を解決
する際に，合理的な根拠を提供し得るようなコンセプトを提示しようと試みた
のである。
しかしながら本稿で検討したフレーゼの所説も必ずしも十分であるとは言え
ないだろう。とくにトップ・マネジメントの内部組織を選択する際の基準や支
援単位を形成する際の基準については，組織形成という意思決定問題を合理的
に解決する際の基準としては必ずしも十分ではないように思われる。たとえば，
能率基準の内容をさらに精緻化したり，ここでは示されていない基準をあらた
にコンセプトに含めたりするなど，さらに詳細に検討すべき点が残されている
ように思われる。実践にとって真に役立つ理論を構築するためにはこれらの点
に関してもさらに検討していく必要があるだろう。
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